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公立大学法人福島県立医科大学事業報告書 
 

＜法人に関する基礎的な情報＞ 

 

１ 法人が設置する大学名 

  福島県立医科大学 

                        

２ 目標 

 

 福島県立医科大学の理念（令和元年６月２６日制定） 

 福島県立医科大学は、県民の保健・医療・福祉に貢献する医療人の教育および育成を目

的に設立された大学である。同時に、研究機関として、不断の研究成果を広く世界に問い

かけるという重要な使命を担っている。 

もとより医療は、すべての医療人が共に手を携えて、すべてのひとのいのちと健康の問

題に真摯に向き合い、その未来を拓く営為である。その基盤とすべきところは、個人の尊

厳に対する深い配慮と、高い倫理性である。 

福島県立医科大学は、以下に掲げることを本学の理念として、教育、研究および医療を

幅広く推進していくものとする。 

１ ひとのいのちを尊び倫理性豊かな医療人を教育・育成する。 

２ 最新かつ高度な医学、看護学および保健科学を研究・創造する。 

３ 県民の基幹施設として、全人的・統合的な医療を提供する。 

 

中期目標（平成３０年度～令和５年度） 

（基本目標）  

１ 医学部、看護学部及び保健科学部の特色をいかした密な連携を推進し、教育、研究、

保健・医療・福祉、地域貢献等の領域で一層の充実を図る。 

２ 人間性豊かな高い倫理観と多様な資質や視点を有し、課題発見・解決能力、高度な実

践的能力及び社会的なコミュニケーション能力(放射線の健康影響その他の科学的専

門知識を多数の一般住民等へわかりやすく説明する能力)を備えた医療人を育成する。 

３ 独創的で質の高い研究を推進し、医学、看護学及び保健科学の発展とより高度な研究

能力を持つ研究者の育成を図り、国際的に高い水準の研究機関となることを目指す。  

４ 高度で先進的な医療と過疎・中山間地域を含む地域医療の拠点として病院機能の高

度化に努めるとともに、全人的・統合的な保健医療を提供する。 

５ 社会に開かれた大学として、地域医療の支援や医療福祉の向上などの地域課題の解決

に取り組み、地域社会に貢献するとともに、教育研究を通して国際交流を推進する。 

６ 東日本大震災後の本県の復興を担う人材の育成・県内定着、原子力災害に対応した県

民の健康の確保、放射線医学に関する教育研究等を推進し、これらの取組から得られた

成果の活用を図るとともに、地域をリードする医療関連産業の創出・振興に貢献する。 

７ 東日本大震災及び原子力災害への対応で得られた低線量放射線被ばくの健康影響と

心の健康を含む災害医療に関する科学的知見について、人類の未来のために記録し世

界に向けて発信する。    
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３ 業務内容     

１ 医学部、看護学部及び保健科学部の特色をいかした密な連携を推進した教育等の充実 

(1) 総合科学教育研究センターの教員等により医学部、看護学部及び保健科学部の総

合科学教育を効果的かつ統合的に行い、幅広い教養が身につく授業を実施すること

で偏りのない知識の習得を図った。 

(2)  附属病院を医学部、看護学部及び保健科学部の教育機関として位置づけ、学生を

積極的に受け入れ、各学部の教育の充実を図った。 

 

２ 医療人の育成 

(1) 医療人育成・支援センターにおいて、医療人育成・支援の取組を集中的・効率的

に実施し、学部生の卒前教育から、初期研修医や専攻医を対象とした卒後臨床研修

まで、医療キャリア全般にわたる支援を行った。 

(2) 県と連携・協力し、医学生、医師、その他医療従事者に対して各種研修会等を実

施し、医療従事者の県内定着の促進と地域医療に必要な知識・技術の取得・向上を

図った。 

 

３ 研究の推進 

(1) 質の高い臨床研究等の実施を支援するため、専門的スタッフを確保し、研究者へ

の研究に関する教育の実施や、研究者と共にコンセプト段階から科学性や倫理的妥

当性の検討を行っていく体制を構築するとともに、臨床研究及び治験の実施体制の

強化を進める。 

(2) 職務発明の承継や知的財産権の管理を適切に行うとともに、法人が保有する知的

財産権活用を進めるため、展示会など産業界との交流の場において周知を図った。 

(3)  実用化につながる研究課題や基礎系、臨床系の講座等間の連携による研究課題に

対して研究助成を行う。 

 

４ 病院機能の高度化、全人的・統合的な保健医療の提供 

(1) 附属病院は、第三次救急医療機関として、高度救命救急センター機能の維持強化

を図るとともに、ドクターヘリの効果的な運用のため、関係機関との症例検討会や

運航調整委員会を開催し、連携強化を図った。  

(2) 高度で先進的な医療の中核として、特定機能病院に求められる医療の提供のた

め、必要な組織体制づくりと人員配置を行うとともに、各種研修等の実施により職

員の能力向上を図った。また、人材の育成、必要な備品・設備の整備などを計画的

に進めた。 

 

８ 新型コロナウイルス及び新たな感染症に対応するため、大学の専門性をいかした各

種研究や他大学及び他研究機関等との連携を強化した取組を行い、その成果を社会に

還元する。 

９ SDGsの理念や県のカーボン・ニュートラル宣言等を踏まえ、大学の特色ある強みを

いかした取組を行い、持続的な地域社会づくりに貢献する。 
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(3) 会津医療センターは、会津地域全体の医療の向上に貢献するため、県立宮下病院

や県立南会津病院等のへき地診療応援を行うなど、会津地域の医療の充実と連携強

化に取り組んだ。   

 

５ 地域社会への貢献、国際交流の推進 

(1) 県と連携・協力し、医学生、医師、その他医療従事者に対して各種研修会等を実

施し、医療従事者の県内定着の促進と地域医療に必要な知識・技術の取得・向上を

図った。 

(2)  県外医師招へい事業(県委託事業)では、福島県で働く意欲のある医師の確保に取

り組み、１０月から新たに１名を採用した。地域医療支援センター運営・機能強化事

業(県委託事業)では、県内の地域の医療機関で働く意欲のある医師の確保に向け、

大学内からの情報収集を基にリクルート活動を行い、３月末までに指導医等を６名

確保した。 

 (3) 新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、海外協定締結校への学生派遣は令和２

年度に引き続き中止となったが、オンラインでの医療面接プログラムを実施するな

ど工夫しながら交流を進めた。 

  

６ 東日本大震災後の本県の復興の推進、医療関連産業の創出・振興 

(1) 福島第一原子力発電所事故後４か月における外部被ばく線量を知りたいと希望

する方への窓口を確保する意味も含め、放射線医学県民健康管理センター内の他部

門と連携し、基本調査問診票の書き方支援活動を継続して実施した。(基本調査問

診票による線量推計が、現時点で福島第一原子力発電所事故後４か月における外部

被ばく線量を知る唯一の機会となっているため。)  

(2) 「福島医薬品開発支援拠点化事業（第２期）」において開発したタンパク質マイク

ロアレイの技術を用い、新型コロナウイルスに対する抗体を取得し、それを利用し

て IgA 抗体マスク、IgA 抗体配合スプレーを開発し、１２月から製品として販売が

開始された。当該 IgA 抗体はオミクロン株等にも強く結合することを確認、２月に

公表した。 

   また、浜通りにおける医薬品関連産業の集積を推進するため、浜通りバイオ産業

推進フォーラムを１０月１４日に開催し、官民の関係者合わせて４３名が参加し

た。加えて、浜通り地域等における医薬品関連産業の集積・振興に貢献するため、

福島県南相馬市に「浜通りサテライト」を１１月２５日に開所した。浜通りサテラ

イトにおいては各種抗体の作製に係る研究を行い、開所に伴い研究員３名が常駐し

ている。  

(3) 調査開始から１０年が経過した県民健康調査の結果や調査から得られた知見等の

情報を広く県内外に情報発信するため、プレスリリースによるメディアへの働きか

けや丁寧な取材対応によりメディア掲載の増加を図るとともに、紙媒体とインター

ネットなど複数の媒体を組み合わせた効果的かつ効率的な広報活動に取り組む。ま

た、放射線医学県民健康管理センターウェブサイトにホームページのアクセス解析

を導入し、閲覧者のニーズを把握しながらコンテンツの改善・充実を図るなど、よ

り伝わりやすい広報活動を展開した。  
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７ 災害医療に関する科学的知見の記録と世界に向けての発信 

(1) 災害医療総合学習センターにおいて、被災地という教育・研修環境をいかし、災

害医療・放射線被ばく医療に関する内容を実施した。看護学部においては、必修科

目である災害看護学（災害看護学Ⅰ・Ⅱを含む）を通して、放射線及び放射線災害

に関する内容を実施した。  

(2) 放射線災害・医科学研究拠点事業による共同研究課題５５件（共同利用・共同研

究３４件、トライアングルプロジェクト２１件）を実施した。  

(3) IAEA（国際原子力機関）との協力に係る取決めの下、IAEA との共同プロジェクトを

支援した。 

   １１月９日～１１日にウィーンにて IAEA 国際会議（WEB 会議）が開催され、本学から

は７名が参加した。 

また、海外への情報発信として「２０２２年福島県立医科大学『県民健康調査』国際

シンポジウム」を３月５日に開催した。 

 

 

４ 沿革 

昭和22年 6月18日 

 

昭和22年 3月30日 

 

昭和26年 4月 1日 

昭和27年 2月20日 

昭和27年 4月 1日 

 

昭和28年 6月29日 

昭和29年 3月10日 

昭和30年 1月20日 

昭和30年 4月 1日 

昭和34年 5月25日 

昭和35年12月 2日 

昭和36年 3月31日 

昭和37年12月20日 

昭和44年 1月22日 

 

昭和46年 1月12日 

昭和62年 6月 1日 

昭和63年 4月 1日 

平成 9年12月19日 

平成10年 4月 1日 

平成13年 3月31日 

平成13年12月20日 

医科大学（旧制）設立認可。 

医科大学予科開設認可。1学年定員40人（修業年限3年）。 

医科大学医学部（旧制）開設認可。1学年定員40人（修業年限4年）。 

本部を福島市杉妻町に置く。 

旧女子医学専門学校附属医院は、福島県立医科大学附属病院となる。 

医科大学（新制）設置認可。 

医科大学（新制）開設認可。1 学年定員 40 人（修業年限４年）。 

県立高等厚生学院が医科大学附属高等厚生学院となる。 

医科大学本部福島市三河北町に新築移転。 

附属高等厚生学院を医科大学附属看護学校と改称。 

医科大学進学課程設置認可。 

医科大学進学課程開設。1学年定員40人（修業年限２年）。 

医科大学本部福島市上町に移転。 

医科大学本部福島市舟場町に移転。 

医科大学大学院設置認可。 

学生定員増承認（40名を60名に増員）。 

大学院学生定員変更協議書受理される。 

（25人を27人に変更。実施時期昭和44年4月１日） 

学生定員増承認（60名を80名に増員）。 

附属病院福島市光が丘に移転。 

医科大学本部福島市光が丘に移転。 

看護学部設置認可。 

看護学部開設。1学年定員80人、3年次編入学定員10人（修業年限4年）。 

附属看護学校廃止。 

大学院看護学研究科設置認可。 
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平成14年 4月 1日 

 

平成16年 4月 1日 

 

平成18年 4月 1日 

       

平成20年4月1日

   

        

平成21年 4月 1日 

        

平成22年 4月 1日 

平成23年 4月 1日

  

平成24年 4月 1日 

       

平成24年 7月31日 

平成24年11月20日 

平成25年 4月 1日

平成25年 5月12日

平成28年 1月29日

   

平成28年 3月22日 

平成28年 6月30日

平成28年10月28日 

平成29年 7月21日 

平成30年10月29日 

令和 2年 4月 1日 

 

 

 

 

令和 3年 4月 1日 

 

 

 

大学院看護学研究科開設(（入学定員15人、収容定員30人、修業年限2

年）。 

大学院医学研究科を再編整備（5研究課程を4専攻に再編。入学定員を27

名から37名に増員）。 

福島県が公立大学法人福島県立医科大学を設立。 

公立大学法人福島県立医科大学は福島県立医科大学を設置。 

医学部学生入学定員増（80名を95名に増員） 

大学院医学研究科医科学専攻（修士課程）開設（入学定員10名、修学年

限2年）。 

医学部学生入学定員増（95名を100名に増員）。 

大学院医学研究科を再編（４専攻を医学専攻に再編）。 

医学部学生入学定員増（100名を105名に増員）。 

医学部学生入学定員増（105名を110名に増員）。 

 

医学部学生入学定員増（110名を125名に増員）。 

看護学部入学定員増（80名を84名に増員）。 

第６号館完成 

ふくしま国際医療科学センターを新設。 

医学部学生入学定員増（125名を130名に増員）。 

会津医療センターを設置。 

先端臨床研究センター棟、環境動態解析センター棟完成。 

大学院医学研究科に「災害・被ばく医療科学共同専攻」を新設。 

学生寮完成。 

災害医学・医療産業棟完成。 

ふくしま いのちと未来のメディカルセンター棟完成。 

手術室棟完成。 

多目的医療用ヘリの運用開始。 

看護学部を総合科学部門、生命科学部門、基礎看護学部門、母性看護・

助産学部門（旧 母性看護学・助産学部門）、小児・精神看護学部門（旧 

家族看護学部門）、成人・老年看護学部門（旧 療養支援看護学部門）、

地域・公衆衛生看護学部門（旧 地域・在宅看護学部門）の７部門に再

編。 

保健科学部を開設。1学年定員145人(理学療法学科40人、作業療法学科

40人、診療放射線科学科25人、臨床検査学科40人)(修業年限4年)。 

 

※上記のほか詳細については福島県立医科大学要覧を参照 

https://www.fmu.ac.jp/univ/daigaku/youran.html 

 

５ 設立に係る根拠法 

 地方独立行政法人法（平成15年法律第118号） 
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６ 主務官庁 

福島県 

７ 組織図 

別添のとおり 

８ 事務所の所在地 

福島県福島市、会津若松市 

９ 資本金の額 

51,588,723,757円（全額福島県出資） 

１０ 在学する学生の数（令和３年５月１日現在） 

総学生数  １，５７０人 

医 学 部 医 学 科 ７９９人 

 看護学部 看護学科 ３３９人 

保健科学部 理学療法学科   ４０人 

作業療法学科    ３８人 

診療放射線科学科   ２５人 

臨床検査学科    ４０人 

 大 学 院  医学研究科（博士課程）     ２３４人 

医学研究科（修士課程）   ３０人 

看護学研究科（修士課程）     ２５人 

１１ 役員の状況 

役職 氏名 任期 担当・経歴 

理 事 長 竹之下 誠一 令和2年4月1日 

～令和5年3月31日 

兼学長 

平成20年4月 

～平成22年3月 理事 

平成20年4月 

～平成22年3月 附属病院長 

平成22年4月 

～平成26年4月 副理事長 

平成26年5月 

～平成28年3月 理事 

平成29年4月～  理事長兼学長 

副 理 事 長 挾間 章博 令和3年4月1日 

～令和4年3月31日 

復興・国際担当 
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理 事 安村 誠司 令和2年4月1日 

～令和4年3月31日 

県民健康・保健科学部担当、兼副学長 

平成30年4月～ 理事 

理 事 鈴木 弘行 令和2年4月1日 

～令和4年3月31日 

医療・臨床教育担当、兼副学長、 

兼附属病院長 

平成31年4月～ 理事兼副学長 

兼附属病院長 

理 事 錫谷 達夫 令和2年4月1日 

～令和4年3月31日 

教育・研究担当、兼副学長 

理 事 竹石 恭知 令和2年4月1日 

～令和4年3月31日 

地域医療担当、兼副学長、 

兼地域医療センター長、兼医学部長 

理 事 菊地 健一 令和2年7月1日 

～令和4年3月31日 

経営・内部統制担当、兼評価室長 

平成27年6月 

～平成30年3月 ㈱東邦銀行 

執行役員 

平成30年4月～ 理事 

理 事 齋野 和則 令和3年4月1日 

～令和4年3月31日 

企画・管理運営担当、兼事務局長、 

兼危機管理室長 

監 事 

（非常勤） 

菅野 浩司 平成30年4月1日 

～令和4年8月31日 

弁護士 

監 事 

（非常勤） 

鈴木 和郎 平成30年4月1日 

～令和4年8月31日 

公認会計士 

１２ 職員の状況（令和３年５月１日現在） 

 常勤教職員 ２，６４４人（うち教員７７９人、職員１，８６５人） 

非常勤職員 １，１３６人 

常勤教職員は前年度比で８４人（３．３％）増加しており、平均年齢は４０．２歳（前年

度４０．３歳）となっております。このうち、国からの出向者は２人、福島県からの出向者

は１１５人です。



8 

＜財務諸表の要約＞ 
 （以下、単位四捨五入により表示しているため、合計欄の数値は内訳を加算した合計の数値と一致しない場合があります。） 

１ 貸借対照表                           （単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 

有形固定資産 

   土地 

減損損失累計額 

   建物 

     減価償却累計額等 

   構築物 

     減価償却累計額等 

   工具器具備品 

     減価償却累計額等     

その他の有形固定資産 

 その他の固定資産 

 

流動資産 

 現金及び預金 

 その他の流動資産 

71,989 

70,995 

8,352 

△21 

80,502 

△31,162 

3,770 

△2,318 

43,220 

△33,679 

2,331 

994 

 

20,949 

9,636 

11,313 

固定負債 

  資産見返負債 

  長期借入金等 

 退職給付引当金 

  その他の固定負債 

 

流動負債 

  運営費交付金債務 

 寄附金債務 

  その他の流動負債 

38,384 

30,130 

6,443 

209 

1,602 

 

15,031 

341 

2,514 

12,175 

負債合計 53,415 

純資産の部 金額 

資本金 

  地方公共団体出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

その他の純資産 

51,589 

51,589 

△17,280 

5,215 

－ 

純資産合計 39,524 

資産合計 92,939 負債純資産合計 92,939 

 
２ 損益計算書 

 金額 

経常費用（A） 63,646 

 業務費 

  教育経費 

  研究経費 

  診療経費 

  教育研究支援経費 

  人件費 

  その他 

 一般管理費 

 財務費用 

 雑損 

60,508 

1,670 

4,462 

24,496 

187 

25,180 

4,514 

3,069 

51 

19 

経常収益(B) 66,958 

 運営費交付金収益 

 学生納付金収益 

 附属病院収益 

 その他の収益 

12,454 

991 

34,951 

18,562 

臨時損失(C) 48 

臨時利益(D) 21 

目的積立金取崩額(E) － 

当期総利益（△:当期総損失）（B-A-C+D+E） 3,286 
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３ キャッシュ・フロー計算書 

 金額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 7,170 

  原材料、商品又はサービスの購入による支出 

人件費支出 

  その他の業務支出 

  運営費交付金収入 

  学生納付金収入 

  附属病院収入 

  その他の業務収入 

△29,253 

△27,063 

△1,477 

13,203 

1,009 

34,586 

16,164 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △4,299 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △415 

Ⅳ 資金に係る換算差額(D) － 

Ⅴ 資金増加額（又は減少額）（E=A+B+C+D） 2,455 

Ⅵ 資金期首残高(F) 7,181 

Ⅶ 資金期末残高（G=F+E） 9,636 

 

４ 行政サービス実施コスト計算書 

 金額 

Ⅰ 業務費用 20,967 

  損益計算書上の費用  

（控除）自己収入等 

63,693 

△42,727 

（その他の公立立大学法人等業務実施コスト） 

Ⅱ 損益外減価償却相当額 

Ⅲ 損益外利息費用相当額 

Ⅳ 損益外除売却差額相当額 

Ⅴ 引当外賞与増加見積額 

Ⅵ 引当外退職給付増加見積額 

Ⅶ 機会費用 

 

1,355 

0 

0 

4 

117 

162 

 

Ⅷ 行政サービス実施コスト 22,605 
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＜財務情報＞ 

１ 財務諸表に記載された事項の概要 

(1) 主要な財務データの分析 

ア．貸借対照表関係 

    （資産合計） 

     令和3年度末現在の資産合計は前年度比122億2千4百万円（15.1％）（以下、特に断

らない限り前年度比・合計）増の929億3千9百万円となっている。 

    資産のうち固定資産は、719億8千9百万円であり、主なものは土地が83億3千1百万円、

建物が493億3千9百万円、工具器具備品が95億4千1百万円である。 

    また、流動資産は209億4千9百万円であり、主なものは現金及び預金が96億3千6百万

円、未収附属病院収入が70億6千7百万円、その他未収入金が38億6千3百万円である。 

       資産の主な増加要因は、建物の新規取得によるものである。 

    （負債合計） 

     令和3年度末現在の負債合計は13億9千7百万円（2.7％）増の534億1千5百万円となっ

ている。 

    負債のうち固定負債は383億8千4百万円であり、主なものは資産見返負債が301億3千

万円である。 

    また、流動負債は150億3千1百万円であり、主なものは未払金69億2千3百万円である。 

    負債の主な増加要因は、前受受託研究費の増加によるものである。 

    （純資産合計） 

令和3年度末現在の純資産合計は108億2千7百万円（37.7％）増の395億2千4百万円と

なっている。 

    純資産のうち資本金は、大学運営の基盤となる県からの土地、建物等の現物出資で

あり、515億8千9百万円である。 

    資本剰余金は、△172億8千万円であり、主なものは会計基準により損益外処理を行

う資産の減価償却累計額△229億4千9百万円である。 

    利益剰余金は、52億1千5百万円である。 

    純資産の主な増加要因は、地方公共団体出資金の増加によるものである。 

         

   イ．損益計算書関係 

    （経常費用） 

     令和3年度の経常費用は35億6千8百万円（5.9％）増の636億4千6百万円となっている。 

    主なものは、研究経費44億6千2百万円、診療経費244億9千6百万円、人件費251億8千

万円である。 

    経常費用の主な増加要因は、診療経費の増加によるものである。 

     

（経常収益） 

令和3年度の経常収益は46億8千5百万円（7.5％）増の669億5千8百万円となっている。 

     主なものは、運営費交付金収益124億5千4百万円、附属病院収益349億5千1百万円、

資産見返負債戻入36億1千8百万円である。 

    経常収益の主な増加要因は、附属病院収益及び補助金等収益が増加したことによる

ものである。 
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    （当期総利益） 

     上記経常損益の状況に臨時損失4千8百万円、臨時利益2千1百万円を加味した結果、

令和3年度の当期総利益は11億5千5百万円（54.2％）増の32億8千6百万円となっている。 

       

   ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 

   （業務活動によるキャッシュ・フロー） 

     令和3年度の業務活動によるキャッシュ・フローは1千4百万円（0.2％）減の71億7千

万円となっている。 

     主な減少要因としては、附属病院収入の22億4千1百万円（6.9％）増や補助金等収入

の11億4千2百万円（14.4％）増があったものの、支出の全体額が35億7千9百万円（6.

6％）増となったことによるものである。 

         

   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   令和3年度の投資活動によるキャッシュ・フローは7億3千9百万円（20.8％）増の△4

2億9千9百万円となっている。 

     主な増加要因としては、有形固定資産の取得による支出が5億8千6百万円（16.3％）

増の41億7千2百万円となったことによるものである。 

         

   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   令和3年度の財務活動によるキャッシュ・フローは5億6百万円（54.9％）減の△4億1

千5百万円となっている。 

     主な減少要因としては、長期借入金の返済による支出が4億6千2百万円（31.0％）減

の10億2千8百万円となったことによるものである。 

     

   エ．行政サービス実施コスト計算書関係 

   （行政サービス実施コスト） 

  令和3年度の行政サービス実施コストは10億6千万円（4.9％）増の226億5百万円とな

っている。 

     

(表) 主要財務データの経年表                    （単位：百万円） 
区分 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

資産合計 86,945 84,000 80,978 80,715 92,939 

負債合計 57,465 56,148 53,368 52,017 53,415 

純資産合計 29,479 27,852 27,610 28,697 39,524 

経常費用 56,255 58,701 60,294 60,077 63,646 

経常収益 55,129 58,316 61,024 62,273 66,958 

当期総損益 △1,070 △580 821 2,131 3,286 

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,031 4,144 5,416 7,184 7,170 

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,278 △1,662 △2,561 △3,560 △4,299 

財務活動によるキャッシュ・フロー 838 △706 △1,353 △921 △415 

資金期末残高 1,201 2,977 4,479 7,181 9,636 

行政サービス実施コスト 20,836 20,377 19,591 21,545 22,605 
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（内訳）      

  業務費用 19,052 18,858 18,300 20,251 20,967 

   うち損益計算書上の費用 56,295 58,898 60,349 60,188 63,693 

    うち自己収入 △37,242 △40,040 △42,048 △39,937 △42,727 

  損益外減価償却相当額 1,473 1,299 1,063 1,044 1,355 

 損益外減損損失相当額 － － － － － 

   損益外利息費用相当額 0 0 0 0 0 

   損益外除売却差額相当額 － 1 0 0 0 

 引当外賞与増加見積額 48 57 39 16 4 

 引当外退職給付増加見積額 248 158 185 113 117 

  機会費用 14 3 4 122 162 

注１）百万円以下を四捨五入しているため、合計が合わない場合があります。 

注２）該当する計数がない場合に「－」と表示しています。 

 

(2) セグメントの経年比較・分析 

ア．業務損益 

  大学セグメントの業務損益は 6 千 3 百万円（12.5%）増の 5 億 7 千 1 百万円となっている。 

附属病院セグメントの業務損益は 9 億 9 千万円（84.3%）増の 21 億 6 千 5 百万円となって

いる。 

ふくしま国際医療科学センターセグメントの業務損益は 2千 2百万円（89.9%）減の 2百万

円となっている。 

会津医療センターセグメントの業務損益は 8千 5百万円（17.4%）増の 5億 7千 4百万円と

なっている。 

 

(表) 業務損益の経年表                                       (単位：百万円) 

区分 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

大学 △9 81 324 508 571 

附属病院 △1,113 △607 334 1,175 2,165 

ふくしま国際医療科学センター △0 3 0 25 2 

会津医療センター △4 138 72 488 574 

法人共通 0 0 0 0 0 

合計 △1,126 △385 730 2,196 3,312 

注１）百万円以下を四捨五入しているため、合計が合わない場合があります。 
 

イ．帰属資産 

大学セグメントの帰属資産は 100 億 9 千 6 百万円（52.9％）増の 291 億 9 千 4 百万円とな

っている。 

附属病院セグメントの帰属資産は 1億 1千 3百万円（0.4％）減の 294 億 5 千 4百万円とな

っている。 

ふくしま国際医療科学センターセグメントの帰属資産は 2 億 7 千 9 百万円（2.0％）減の

136 億 5 千 6 百万円となっている。 

会津医療センターセグメントの帰属資産は 1千 9百万円（0.2％）増の 106 億 4 千 4百万円
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となっている。 

        
 (表) 帰属資産の経年表                               (単位：百万円) 

区分 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

大学 18,225 18,463 18,207 19,098 29,194 

附属病院 35,934 33,633 31,396 29,567 29,454 

ふくしま国際医療科学センター 19,872 17,787 16,026 13,935 13,656 

会津医療センター 11,403 10,845 10,583 10,625 10,644 

法人共通 1,512 3,273 4,767 7,489 9,990 

合計 86,945 84,000 80,978 80,715 92,939 

注）百万円以下を四捨五入しているため、合計が合わない場合があります。 
 
(3) 目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

該当なし。 

 

２ 重要な施設等の整備の状況 

(1) 当事業年度中に完成した主要施設等 

・検査部検体検査新体制構築等 

(2) 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

・仮設蒸気ボイラー設置 

・磁気共鳴断層撮影装置一式 

(3) 当事業年度中に処分した主要施設等 

該当なし。 

(4) 当事業年度において担保に供した施設等 

該当なし。 

 
３ 予算及び決算の概要                          (単位：百万円) 

区分 
平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 

収入 55,618 54,603 56,829 56,679 61,140 61,057 64,698 63,424 67,234 69,111 

運営費交付金収入 
補助金等収入 

学生納付金収入 

附属病院収入 

その他収入 

10,152 

4,497 

862 

29,374 

10,733 

9,911 

4,103 

875 

30,357 

9,357 

11,434 

4,840 

881 

31,105 

8,569 

11,276 

4,624 

911 

32,302 

7,567 

12,761 

4,744 

909 

32,574 

10,152 

12,866 

4,493 

895 

34,166 

8,637 

13,328 

5,838 

967 

33,403 

11,162 

13,057 

8,236 

939 

32,448 

8,744 

13,399 

6,688 

1,058 

35,455 

10,634 

13,388 

10,030 

1,009 

34,951 

9,733 

支出 55,618 55,031 56,829 56,072 61,140 59,740 64,698 60,404 67,234 64,485 

教育研究経費 

診療経費 

一般管理費 

その他支出 

8,710 

32,530 

4,214 

10,164 

8,275 

33,145 

4,128 

9,483 

9,290 

34,730 

3,814 

8,995 

9,040 

35,296 

3,582 

8,154 

9,492 

37,148 

4,266 

10,234 

8,645 

37,469 

4,094 

9,532 

9,501 

38,460 

6,634 

10,103 

10,462 

36,666 

4,751 

8,526 

10,576 

40,130 

6,325 

10,203 

11,330 

39,511 

5,001 

8,642 

収入―支出 0 △428 0 607 0 1,317 0 3,020 0 4,626 

注）百万円以下を四捨五入しているため、合計が合わない場合があります。 
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＜事業に関する説明＞ 

 

(1) 財源の内訳 

  本法人の経常収益は 669 億 5 千 8 百万円で、その内訳は、附属病院収益 349 億 5 千 1

百万円（52.2％（対経常収益比、以下同じ。））、運営費交付金収益 124 億 5 千 4 百万円

（18.6％）、その他 195 億 5 千 2 百万円（29.2％）となっている。 

  また、医療機器整備事業等の財源として、福島県から長期借入れを行った（令和 3 年

度新規借入れ額 12 億 7 千 5百万円、期末残高 78 億 3 千 9百万円）。 

 

(2) 財務情報及び業務の実績に基づく説明 

  本法人は、医学部、看護学部、保健科学部、附属病院、大学院医学研究科及び看護学研

究科を設置し、第一線で働く地域医療の担い手を養成するとともに、最先端の医学、看

護学及び保健科学の研究を行っている。 

  また、医療人の育成、医学、看護学及び保健科学の分野における研究と研究者の育成、

保健医療の提供等を通じて、医学・看護学・保健科学の発展に寄与するとともに、県民

の保健・医療・福祉の向上に貢献し、加えて東日本大震災及びそれに続く福島第一原子

力発電所事故からの復興に寄与する事業を行ってきた。 

  本法人は以下の 4つのセグメントに区分して業務を実施している。 

 

 ア．大学セグメント 

大学セグメントは、医学部、看護学部、保健科学部、大学院医学研究科、看護学研

究科により構成されており、医療人の育成、医学と看護学の分野における研究と研究

者の育成を行っている。 

大学セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益 42 億 6 千 1 百万円

（43.3％（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、寄附金収益 13 億 1 千 2

百万円（13.3％）、学生納付金収益 9 億 9千 1百万円（10.1％）、その他 32 億 7 千 1百

万円（33.3％）となっている。 

また、事業に要した経費は、教育経費 15 億 6 千万円（16.8％）、研究経費 10 億 2 千

8 百万円（11.1％）、人件費 47 億 6千万円（51.4％）、その他 19 億 1 千 5 百万円（20.7％）

となっている。 

 

イ．附属病院セグメント 

附属病院セグメントは、総合的な診療及び保健指導を行い、本学における臨床医学、

看護学及び保健科学の教育及び研究に資することを目的として設置されている。 

附属病院セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益 49 億 1 千 4百万

円（13.0％）、附属病院収益 282 億 4 千 2百万円（74.8％）、その他 46 億 2 千 6 百万円

（12.2％）となっている。 

また、事業に要した経費は、診療経費 199 億 3 千万円（56.0％）、人件費 142 億 5 千

6 百万円（40.0％）、その他 14 億 3 千万円（4.0％）となっている。 
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 ウ．ふくしま国際医療科学センターセグメント 

   ふくしま国際医療科学センターセグメントは、放射線医学県民健康管理センター、

先端臨床研究センター、医療－産業トランスレーショナルリサーチセンター、甲状腺・

内分泌センター、健康増進センターの 5 つのセンターと教育・人材育成部門、先端診

療部門から構成されている。 

ふくしま国際医療科学センターセグメントにおける事業の実施財源は、受託事業等

収益 31 億 6 千 8 百万円（37.6％）、補助金等収益 31 億 1 千 3 百万円（37.0％）、その

他 21 億 3 千 6百万円（25.4％）となっている。 

また、事業に要した経費は、研究経費 33 億 6 千 7 百万円（40.0％）、受託事業費 30

億 1 千 2 百万円（35.8％）、その他 20 億 3 千 5百万円（24.2％）となっている。 

 

エ．会津医療センターセグメント 

会津医療センターは、総合的な診療及び保健指導を行うほか、臨床医学の教育及び

研究に資することを目的として設置されている。 

会津医療センターセグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益 19 億 1

百万円（19.4％）、附属病院収益 64 億 6 千 2 百万円（66.0％）、その他 14 億 2 千 8 百

万円（14.6％）となっている。 

また、事業に要した経費は、診療経費 43 億 2 千 2 百万円（46.9％）、人件費 43 億 5

千万円（47.2％）、その他 5億 4千 4 百万円（5.9％）となっている。 

 

オ．共通セグメント 

  上記 4 つのセグメントに計上できない経常費用、経常収益を共通セグメントに区分

している。 

 

(3) 課題と対処方針等 

  本法人は、令和元年度以降 3 期連続で当期総利益を計上しているが、法人の安定した

運営のため、収益の確保と費用の削減に一層取り組む必要がある。 

第３期中期目標においても、業務運営の改善及び効率化、財務内容の改善等を目標と

し、業務運営全般の見直しを徹底し、システム化等により事務の一層の効率化・合理化

を図る。 

また、財務基盤の充実・強化を図るため、外部研究資金等自己収入の増加に向けた研

究者への支援等の取組を行うほか、全ての経費について、効率的、効果的な執行を行い、

経費の節減を図る。 
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＜その他事業に関する事項＞ 

１ 予算、収支計画及び資金計画 

  (1) 予算 

決算報告書参照（http://www.fmu.ac.jp/univ/houjin/info.html） 

 (2) 収支計画 

     年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照 

（http://www.fmu.ac.jp/univ/houjin/info.html） 

 (3) 資金計画 

   年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 

 （http://www.fmu.ac.jp/univ/houjin/info.html） 

 

２ 短期借入れの概要 

 

３ 運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

(1) 運営費交付金債務の増減額の明細 

                                                                                （単位：百万円） 

交付年度 期首残高 
交付金当 

期交付額 

当期振替額 

期末残高 運営費交

付金収益 

建設仮勘定

見返運営費

交付金 

資産見返

運営費 

交付金 

資本 

剰余金 
小計 

令和 2年度 526 － 464 － 60 － 524 2 

令和 3年度 － 12,602 11,991 － 273 － 12,263 339 

注）百万円以下を四捨五入しているため、合計が合わない場合があります。 

 

（２）運営費交付金債務残高の明細 

（単位：百万円）  

業務等区分 令和 2年度交付分 令和 3年度交付分 合  計 

期間進行基準 － － － 

費用進行基準 2 339 341 

合  計 2 339 341 

注）百万円以下を四捨五入しているため、合計が合わない場合があります。 

  

該当なし 
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（別紙） 

■財務諸表の科目 

１ 貸借対照表 

有形固定資産：土地、建物、構築物等、公立大学法人が長期にわたって使用する有形の固定

資産。 

減損損失累計額：減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に比して著

しく低下し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産の価額を回収可能

サービス価額まで減少させる会計処理）により資産の価額を減少させた累計額。 

減価償却累計額等：減価償却累計額及び減損損失累計額。 

その他の有形固定資産：図書、工具器具備品、車両運搬具等が該当。 

その他の固定資産：無形固定資産（ソフトウェア等）、投資その他の資産（投資有価証券等）

が該当。 

現金及び預金：現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、当座預金及び一年

以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。 

その他の流動資産：未収附属病院収入、未収学生納付金収入、医薬品及び診療材料、たな卸

資産等が該当。 

資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借対照表

計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計上された資産見返

負債については、当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産見返負債から資

産見返戻入（収益科目）に振り替える。 

長期借入金等：事業資金の調達のため法人が借り入れた長期借入金、長期リース債務等が該

当。 

引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するもの。退職

給付引当金等が該当。 

運営費交付金債務：福島県から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

地方公共団体出資金：福島県からの出資相当額。 

資本剰余金：目的積立金により取得した資産（建物等）の相当額等。 

利益剰余金：公立大学法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

繰越欠損金：公立大学法人の業務に関連して発生した欠損金の累計額。 

   

２ 損益計算書 

   業務費：公立大学法人の業務に要した経費。 

    教育経費：公立大学法人の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 

    研究経費：公立大学法人の業務として行われる研究に要した経費。 

    診療経費：大学附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為に要した経費。 

教育研究支援経費：附属図書館等の特定の学部等に所属せず、法人全体の教育及び研究の双

方を支援するために設置されている施設又は組織であって学生及び教員の双方が利用する

ものの運営に要する経費 

人件費：公立大学法人の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 

一般管理費：法人の管理その他の業務を行うために要した経費。 

財務費用：支払利息等。 
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運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、検定料収益の合計額。 

その他の収益：受託研究等収益、寄附金収益、補助金等収益等。 

臨時損益：固定資産の売却（除却）損益等。 

目的積立金取崩額：目的積立金（前事業年度以前における剰余金（当期総利益）のうち、特

に教育・研究及び診療の質の向上並びに組織運営の改善に充てることを承認された額）額

の取り崩しを行った額。 

         

３ キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費

支出及び運営費交付金収入等の、法人の通常の業務の実施に係る資金の収支状況を表す。 

投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等

の将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況を表す。 

財務活動によるキャッシュ・フロー：借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返

済等に係る資金の収支状況を表す。 

 

４ 行政サービス実施コスト計算書 

行政サービス実施コスト：公立大学法人の業務運営に関し、現在又は将来の税財源により負

担すべきコスト。 

損益計算書上の費用：公立大学法人の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用から学生

納付金等の自己収入を控除した相当額。 

損益外減価償却相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定さ

れない資産の減価償却費相当額。 

損益外減損損失相当額：公立大学法人が中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわらず

生じた減損損失相当額。 

損益外利息費用相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定さ

れない資産に係る資産除去債務についての時の経過による調整額。 

損益外除売却差額相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定

されない資産を売却や除去した場合における帳簿価額との差額相当額。 

引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場合の賞

与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当事業年度における

引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照表に注記）。 

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと認めら

れる場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上（当事業年度にお

ける引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対照表に注記）。 

機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場合の本

来負担すべき金額等。 



令和３年４月１日現在

法人 大　学

：職 ：指揮命令系統 ：連絡調整系統 ：兼務

医学部 医学科 生命科学・社会医学系（16講座）

法人経営室 附属生体情報伝達研究所

　生体物質研究部門 臨床医学系（38講座・1担当）

　細胞科学研究部門

　生体機能研究部門 総合科学系（2講座） 人間科学講座
附属放射性同位元素研究施設 自然科学講座
附属実験動物研究施設 総合診療医センター
附属死因究明センター

附属教育評価室 寄附講座
国際連携戦略本部

看護学部 看護学科 ７部門

保健科学部 理学療法学科

作業療法学科

放射線医学 診療放射線科学科

県民健康管理実施本部 臨床検査学科

医学研究科 医学専攻
大学院 医科学専攻

災害・被ばく医療科学共同専攻
看護学研究科 看護学専攻

総合科学教育研究センター 人文社会科学系領域

自然科学系領域

 学生部

 医療人育成・支援センター 医学教育部門

　男女共同参画推進本部 臨床医学教育研修部門

看護学教育研修部門

保健科学教育研修部門

災害医療総合学習センター

看護師特定行為研修センター
医療手技教育研修開発センター

医療研究推進ｾﾝﾀｰ 　総合支援・研究基盤部門

　臨床研究・治験部門

　医療産業連携部門

男女共同参画支援室

附属学術情報センター

寄附講座

診療科（３９科）

医療安全管理部
感染制御部
医療情報部 中央診療施設

患者サポートセンター （２８施設）

災害医療部 基幹災害医療センター

原子力災害医療・総合支援センター
高度被ばく医療支援センター
原子力災害拠点センター

放射線災害医療センター

事務部
性差医療センター

臨床研究管理部
臨床研究センター（3部門）

病院経営戦略部

臨床医学教育研修センター 診療支援部

看護部

ふたば救急総合医療支援センター
薬剤部

運営・管理部

ふくしま国際医療科学センター 放射線医学県民健康管理センター 　企画室

甲状腺検査部門

　健康調査基本部門

　健康調査県民支援部門
ふくしま子ども・女性医療支援センター

　健康調査支援部門

健康増進センター

地域医療支援ｾﾝﾀｰ       寄附講座

地域医療支援本部 甲状腺・内分泌センター

ふたば救急総合医療支援センター

先端臨床研究センター 　基盤研究部門

　受託研究部門
　PET検査部門
　臨床研究・治験部門

臨床研究イノベーションセンター 　環境動態調査部門

  評価室 会津医療センター 医療-産業トランスレーショナルリサーチセンタ- 　生体分子プロファイリング部門

　ティッシュファクトリー部門

 附属教育評価室 セルファクトリー部門

ジーンファクトリー部門

プロテインファクトリー部門
広報コミュニケーション室 リサーチモデルファクトリー部門

センター事務室

企画広報戦略本部

危機管理室

総務課 大学健康管理センター
（学術情報室） 病児病後児保育所
企画財務課

ふくしま国際医療科学センター 医療研究推進課
教育研修支援課

運営本部 （助産師養成課程設置準備室）

保健科学部事務室
医療研究推進戦略本部

病院管理課

医事課
 （経営企画室）
 （医療連携・相談室）

監　査　室

復興推進課
健康調査課

（甲状腺検査室）

令和３年度　公立大学法人福島県立医科大学組織概要図（R3.4.1現在）

国際交流センター

エコチル調査福島ユニットセンター

理事長 学 長

復興・国際担当

県民健康・保健科学部担当

総括副学長

（総務担当）

教育・研究担当 副学長
（学務担当）

医学部長 副医学部長

看護学部長 副看護学部長

経営・内部統制担当

医療・臨床教育担当

学生部長 医学学生部長

看護学学生部長

企画・管理運営担当

副病院長（総務）

副病院長（業務）

副病院長（業務）

副病院長（業務）

副病院長（業務）

部長

部長

研究科長

研究科長

センター長

センター長

センター長

センター長

センター長

監 事

部門長

部門長

室長

副理事

(任意設置)

室長

センター長

副学長
（地域医療担当）

事務局長 事務局次長（総務）

事務局次長（業務）

センター長

室長

副センター長
（総務担当）

センター長

部門長

センター長

事務局次長（復興）

センター長

センター長

副理事長

センター長

副理事

(任意設置)

副理事

(任意設置)

副理事
(任意設置)

副理事

(任意設置)

副理事
(任意設置)

センター長

総括

副センター長

副センター長

総括

副センター長

部門長

部門長

部門長

地域医療担当

センター長

附属病院長副学長
（臨床教育担当）

センター長

センター長

病院長補佐

センター長

保健科学部長 副保健科学部長

副学長
（県民健康担当）

保健科学学生部長

部門長
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（令和３年４月１日現在）

（１３講座・１部門）

総合内科学講座

漢方医学講座

循環器内科学講座

血液内科学講座

消化器内科学講座

糖尿病・内分泌代謝・腎臓内科学講座

感染症・呼吸器内科学講座

精神医学講座

小腸・大腸・肛門科学講座

外科学講座

整形外科・脊椎外科学講座

耳鼻咽喉科学講座

麻酔科学講座

臨床医学部門

医療安全部

感染対策部
医療情報部

患者支援センター

研修教育センター （２６科）
診療部 　総合内科

　漢方内科

　漢方外科

　循環器内科

　血液内科

漢方医学 　消化器内科
センター 　糖尿病・内分泌代謝・腎臓内科

血液疾患治療 　感染症・呼吸器内科
センター 　脳神経内科

最先端内視鏡 　心身医療科
診断・治療センター 　小腸・大腸内科

脊椎・脊髄先進 　大腸肛門外科
医療センター 　外科

　呼吸器外科

　整形外科・脊椎外科

　眼科

　皮膚科

　泌尿器科

　耳鼻咽喉科

　放射線科

　麻酔科

　病理診断科

　歯科

リハビリテーション科

緩和ケア科

心臓血管外科

中央診療部門 臨床検査部

放射線部

手術部

内視鏡部

リハビリテーション部

看護部 臨床工学部

人工透析部

外来化学療法部

輸血・血液管理部

栄養管理部

薬剤部 材料部

臨床疫学研究室

医療工学研究室

漢方医学研究室

経営企画室

総務課

医事課

：職 　：組織 ：指揮命令系統 　：兼務

公立大学法人福島県立医科大学　会津医療センター組織機構図

緩和ケアセンター

附属病院長

副病院長
（総務）

地域医療
担当理事

センター
理事

部門長

学長

附属研究所長

事務局長

副センター長
（医療担当）

会津医療センター

附属病院

副センター長
（経営担当）

附属研究所

事務局

部門長

部長

副病院長
（業務）

副病院長
（業務）
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